「特別支援教育コーディネーター」を県立高校に広げる県教委の方針について（見解）

２００７年１２月１８日

長野県高等学校教職員組合執行委員会

　１２月１１日の県会一般質問で、山口教育長は「特別支援教育コーディネーター」を、これまでの小中学校に加え、来年４月から県立高校にも広げる方針を示しました。その内容は次のとおりです。

①コーディネーターは学校長が学校内教員から指名し、５日間(３０時間)程度の研修を受ける。

②生徒への対応については、チームを作り、校務分掌上に位置づける。

③コーディネーターの役割を明確にし、地域医療、福祉、相談機関などと連携し、保護者の意向を踏まえて生徒の支援計画を立てる。

④担任だけの対応は難しいので、生徒の実態調査を行い、学校ごとの運営が円滑に行えるようにする。

⑤高校の実態や今後の課題については、１年間かけて調査をおこない、特別支援教育の充実に向けて検討材料にする。

　高校には、従来から定時制や通信制、地域高校などに発達障害の子どもたちが入学してきていましたが、教科指導や生徒指導など、現場の教職員たちはこれまで手探りで対応してきました。近年は、発達障害の子どもたちの増加と養護学校高等部の施設・設備不足、保護者の要望などで、上記学校に加え、全日制普通高校や専門高校、新しいタイプの多部制・単位制高校などに多く入学してくるようになりました。そこでは、これまでの経験がほとんど活かされず、生徒への対応や指導、コミュニケーションなどに苦慮している実態が数多く報告されています。

　私たちは、この度の県教委方針に対し、喫緊の課題として受け止めたことは評価しつつも、なんら予算措置を講ぜず、同一・一律の内容で現場に一方的に降ろすやり方に、大きな疑問を抱かざるを得ません。そこで、この事業を現場に即した実効あるものにするため、以下の項目を要望します。

一つめは、専門教職員の加配措置やいまあるスクールカウンセラーの拡充など、教職員定数増をすすめることです。

二つめは、いま以上に職場の多忙化を進める施策であってはならないことです。例えば、県教委方針の②については、新たな分掌ではなく、既存の「いじめ・不登校対策委員会」に位置づけるなど、分掌への位置づけは学校ごとに任せるべきです。

三つめは、施設・設備の充実や教育予算の増額など教育条件整備の充実が一層求められることです。

四つめは、これらのことを具体化するためには、現場の実態調査をきちんとおこない、それぞれ実効ある方策を講ずることです。支援を必要とする生徒の障害の度合いや周辺問題の多様性は学校ごとに異なります。

今年度より特別支援教育がはじまりました（高校は２００８年度から）。これまでの特殊教育（盲・聾・養護学校と特殊学級における教育）に対し、発達障害の子どもを対象に加え、通常学級の在籍者への全校的支援および特別支援学校や関連機関などによる支援を進めようとするものです。しかし、これまで個々の障害に対応して設置されていた障害児学校が、法律上「特別支援学校」として一本化されるため、学校統廃合など障害児教育予算削減の動きが懸念されています。

　県教育委員会は、「特別支援教育コーディネーター」を県立高校に広げる方針を、現場の実態や要望に即し、職場全体が支援を必要としている生徒に向き合えるような、もっと柔軟で幅広い実効ある施策にするとともに、特別なニーズをもつ子どもも含め、学校から排除されるおそれのあるすべての子どもたちの多様なニーズに対応できる施策を講じ、よりよい高校教育の実現のために尽力することを、私たちは改めて訴えるものです。なお、今後、県教委に「申し入れ」もおこなう予定です。

